
市町村合併に伴う国民健康保険制度の変容

新潟県における事例を通して

はじめに

１ 都道府県を単位とする保険者の再編・統合の動き

２００６（平成１８）年６月２１日、「健康保険法等の一部を改正する法律」（以

下、平成１８年改正法という）が成立した。この平成１８年改正法は、わが国

の医療保険制度にとって歴史的な大転換とも評されるべき改正である。１９

２２（大正１１）年の制定当時から、政府を保険者としてきた政府管掌健康保

険を解体し、新に全国健康保険協会を設立したうえ、その保険料を都道府

県単位で定めることとしたからである。同時に、老人保健法を全面改正し

て７５歳以上の後期高齢者のための医療保険制度を設けた＊１。こうして、健

康保険における保険者を全国健康保険協会とし、保険料定立の範囲と後期

高齢者医療制度の保険者とを都道府県とすることによって、公的医療保険

制度を都道府県単位で一本化する第一歩を踏み出したといえる。

平成１８年改正法の動きは、２００３（平成１５）年３月２８日に閣議決定された

「健康保険法等の一部を改正する法律附則第２条第２項の規定に基づく基

本方針」（以下、基本方針という）を端緒とし、ここで都道府県を軸とす

る保険者の再編・統合の検討が示された＊２。この基本方針では、特に国民

健康保険について「市町村合併の推進により、保険運営の広域化を図る。

そして、保険運営の安定化を図りつつ、財政調整交付金の配分方法の見直

しや都道府県の役割の強化を図る」ものとされた＊３。すなわち、市町村を
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保険者とする国民健康保険（以下、市町村国保という）は、市町村合併特

例法に基づく“平成の大合併”により保険者の広域化が指向された。

この延長線上の動きとして、２００５（平成１７）年４月１日には、「国の補

助金等の整理及び合理化等に伴う国民健康保険法等の一部を改正する法

律」（以下、平成１７年合理化法という）が成立した＊４。この法律は、市町

村国保における国庫負担を見直し、都道府県調整交付金を導入した。その

後、２００５年１０月１９日に厚生労働省が発表した「医療制度構造改革試案」で

も、都道府県単位を軸とした再編・統合の方針に変更はなかった＊５。ここ

では、市町村合併によってもなお残る小規模保険者の広域化を図るため、

都道府県の積極的な役割が強調されている。そして、各市町村における高

額医療費の発生リスクを都道府県単位で分散させるとともに、財政運営の

安定化と保険料平準化を促進する共同事業の拡充や公費負担のあり方を含

め総合的に見直すことなど所要の経過措置を講ずるとされている。

こうして、公的医療保険制度の都道府県単位化のアプローチは、平成１８

年改正法による健康保険における都道府県を単位とする保険料率の設定、

広域連合に基づく後期高齢者医療制度という流れと、市町村合併による市

町村国保の広域化によって第１段階の枠組が完成したということができる。

２ 新潟県における市町村合併の概観

新潟県では、１１２市町村体制が続いてきた。これが、２００１（平成１３）年

１月１日に黒埼町が新潟市に編入され１１１市町村（２０市・５６町・３５村）と

なったのを皮切りに、２００６（平成１８）年３月２０日における燕市（燕市、吉

田町および分水町）の新設までの間に、３５市町村体制（２０市・９町・６村）

に移行した。約６年の間で、１１２市町村が３５市町村体制となり、市町村数

が３分の１に減少したわけである。

国民健康保険制度に焦点をあて、新潟県におけるこのような市町村合併

をみると、吸収合併型と対等合併型に分類することができる。年間平均被
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保険者数の変化に着目して、合併の対象となる市町村のなかで最も人口の

多い市町村の国保被保険者数が、合併した後の新たな市の国保加入者数の

５０％を超えるか否かを分類の基準とし、この数字が５０％を超える場合は吸

収合併型、５０％を下回る場合を対等合併型とした。この分類に用いたデー

タは、平成１３年度国民健康保険事業状況に基づく数字である。

吸収合併型の典型は、新潟市が２００５（平成１７）年３月２１日に新津市等を

編入した事例である。市町村合併前の新潟市（以下、これを単に新潟市と

いう）の国保被保険者数は、平成１３年度年間平均で１５万９１７４人であり、合

併後の新しい新潟市（以下、これを新・新潟市という）を想定した場合の

被保険者数は２５万２２０７人であるから、先の基準でいえば６３．１１％が新潟市

の被保険者であった。上越市に安塚町ほか１３町村が編入した事例や長岡市

に中之島町、越路町などが編入した事例もまた、このような吸収合併型に

分類される。これに対して、佐渡島全体で佐渡市となる事例のほか、阿賀

野市、魚沼市および南魚沼市は、合併対象市町村のうち最大の市町村で比

較した場合でも５０％を下回っており、これらの事例が対等合併型に分類さ

れる＊６（資料Ⅰ）。

以下では、吸収合併型の事例として新・新潟市と新・上越市、対等合併

型の事例として佐渡市を検討の対象とする。前二者はともに１４市町村によ

る大型合併であり、佐渡市の場合は佐渡島全域の１０市町村が合併したもの

である。本稿では、新・新潟市、新・上越市および佐渡市を総称する場合、

これを３市とし、３市を構成する市町村を示す場合、これを構成市町村と

いう表現を用いる。
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資料Ⅰ ３市構成市町被保険者割合

保険者名
平成１３年度

年間平均
被保険者Ａ

老人年間
平均Ｂ

退職年間
平均Ｃ

被保険者
構成比

老人被保険
者構成比

退職被保険
者構成比

県 計 ８４５，４７８ ２６７，８８４ １１８，７９２
市町村計 ８０４，９７８ ２６２，００１ １１８，７９２
新 潟 市 １５９，１７４ ４９，５４３ ２５，４９１ ６３．１１ ６３．５４ ６６．４７
新 津 市 ２１，３４３ ８，１５４ ３，６４６ ８．４６ １０．４６ ９．５１
白 根 市 １３，８４３ ３，６８４ １，４９９ ５．４９ ４．７２ ３．９１
豊 栄 市 １５，９４３ ３，８１７ ２，１０７ ６．３２ ４．９０ ５．４９
小須戸町 ３，３１６ １，１２４ ５５３ １．３１ １．４４ １．４４
横 越 町 ３，３９４ １，０３４ ３７４ １．３５ １．３３ ０．９８
亀 田 町 １０，０８２ ３，１００ １，７８０ ４．００ ３．９８ ４．６４
岩 室 村 ３，２４１ １，０２１ ４７５ １．２９ １．３１ １．２４
巻 町 １０，３４７ ３，０８６ １，２６６ ４．１０ ３．９６ ３．３０
西 川 町 ４，２７７ １，２８３ ３９５ １．７０ １．６５ １．０３
味 方 村 １，８２３ ５０１ １８７ ０．７２ ０．６４ ０．４９
潟 東 村 １，９６７ ５６１ １６９ ０．７８ ０．７２ ０．４４
月 潟 村 １，３０２ ４１６ １５０ ０．５２ ０．５３ ０．３９
中之口村 ２，１５５ ６４８ ２５７ ０．８５ ０．８３ ０．６７
新・新潟市 ２５２，２０７ ７７，９７２ ３８，３４９ １００．００ １００．００ １００．００
平成１６年度 ２７４，３５５ ７８，４３０ ４７，２３９ ２８．５９ １７．２２
上 越 市 ３６，５８０ １３，０１１ ６，６４３ ６１．７７ ５９．６３ ６４．００
安 塚 町 １，４９７ ５８５ １７９ ２．５３ ２．６８ １．７２
浦川原村 １，３６７ ５２８ １５０ ２．３１ ２．４２ １．４５
大 島 村 ９２５ ４２１ １５０ １．５６ １．９３ １．４５
牧 村 １，１３０ ４５９ １１２ １．９１ ２．１０ １．０８
柿 崎 町 ３，７１３ １，４１８ ６４２ ６．２７ ６．５０ ６．１９
大 潟 町 ２，８４７ １，０６２ ６６７ ４．８１ ４．８７ ６．４３
頚 城 村 ２，３２０ ７９２ ４４５ ３．９２ ３．６３ ４．２９
吉 川 町 １，６８０ ６２６ ２２５ ２．８４ ２．８７ ２．１７
中 郷 村 １，５８０ ７４７ ３０９ ２．６７ ３．４２ ２．９８
板 倉 町 ２，２５６ ９３８ ４０９ ３．８１ ４．３０ ３．９４
清 里 村 ８３８ ３１１ １１８ １．４２ １．４３ １．１４
三 和 村 １，５２０ ５００ １９５ ２．５７ ２．２９ １．８８
名 立 町 ９６４ ４２３ １３５ １．６３ １．９４ １．３０
新・上越市 ５９，２１７ ２１，８２１ １０，３７９ １００．００ １００．００ １００．００
平成１６年度 ６４，８４２ ２１，８６８ １３，６３６ ３３．７３ ２１．０３
両 津 市 ６，９０８ ２，７９９ ９２３ ２３．２０ ２２．９６ ２４．６９
相 川 町 ４，２２５ １，７８１ ４６６ １４．１９ １４．６１ １２．４７
佐和田町 ３，９５７ １，５０２ ５１５ １３．２９ １２．３２ １３．７８
金 井 町 ２，７１１ １，１２２ ４３６ ９．１０ ９．２０ １１．６６
新 穂 村 ２，１６０ ９３４ ２８０ ７．２５ ７．６６ ７．４９
畑 野 町 ２，２７８ １，０３４ ２３４ ７．６５ ８．４８ ６．２６
真 野 町 ２，４６６ ９９９ ２６４ ８．２８ ８．１９ ７．０６
小 木 町 １，７２９ ６２３ １８０ ５．８１ ５．１１ ４．８２
羽 茂 町 ２，０２６ ８４３ ２８３ ６．８０ ６．９１ ７．５７
赤 泊 村 １，３１７ ５５４ １５７ ４．４２ ４．５４ ４．２０
佐 渡 市 ２９，７７７ １２，１９１ ３，７３８ １００．００ １００．００ １００．００
平成１６年度 ３１，０５２ １１，９０１ ４，７２０ ３８．３３ １５．２０
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３ 本稿の検討対象と視点

公的医療保険制度の各保険者を都道府県単位とした後の第二段階として

想定されるのは、都道府県を単位とする公的医療保険制度の一本化であろ

う。筆者はその方向性に反対であるが、その賛否にかかわらず、この公的

医療保険制度の一本化に関する成否の鍵を握るのは国民健康保険制度とい

える。

本稿は、このような保険者の再編・統合の動きのなかで、市町村合併が

市町村国保に対していかなる影響を及ぼしたのかを検討しようとするもの

である＊７。この検討は、先に述べたように新潟県における３市の事例を通

して、特に収入構造の変化を分析するものである。

この検討においては、新潟県福祉保健部医薬国保課が毎年発行する新潟

県国民健康保険事業状況（以下、事業状況と略し、元号年度を併記するこ

とによって各年度を区別する）におけるデータを用いる。まず、平成１３年

度事業状況に基づきそれぞれの構成市町村の数字から３市のデータを作成

した。もし平成１３年度に合併が実現していたならば得られるであろうデー

タということができる。次に平成１６年度事業状況については、巻町の数字

を新潟市のデータに組み込んだことを除き、上越市と佐渡市のデータはそ

のままの形で利用した。こうして、平成１３年度のデータと比較することに

よって、合併前後の状況を比較検討する。

ここであらかじめ留意しておくべきことは、介護保険に関する統計の取

り方が変更したことである。平成１３年度事業状況第２表保険者別経理状況

（その１）－収入－では、国民健康保険料（税）と介護保険料とを合算し

て統計表が作成されていたが、平成１６年度事業状況における同表では、そ

れらを別に表記したうえで合算額も示されている。ここでは、介護保険料

を加えることによって、焦点が曖昧になるおそれがあるが、介護保険料も

加えた統計資料で検討を進めてゆく。

本稿では、まず国民健康保険の構造的特徴を概観する（Ⅰ）。以下の分
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析における前提と考えるからである。次に、吸収合併型の事例として新・

新潟市、新・上越市を、対等合併型の事例として佐渡市を取り上げ、保険

料（税）現年度分調定額と保険者負担額の一人当たり諸費の関係（Ⅱ）、

保険料（税）や国庫支出金などの財源構成（Ⅲ）、そして財源構成のなか

でも市町村国保に特徴的な国庫支出金の動向（Ⅳ）について検討する。

Ⅰ 国民健康保険の構造的特徴

国民健康保険はいうまでもなく医療保険の１類型であり、さらに地域住

民という資格に着目して被保険者資格を付与するという点で、比較法的に

いってもわが国に特有の医療保険制度ということができる。具体的な検討

作業に入る前に、ここでは医療保険、国民健康保険の構造的特徴および市

町村国保における運営自律性について検討する。本稿で行う分析の前提と

考えるからである。

１ 医療保険の特徴

ここでは、医療保険の特徴を老齢年金などの年金保険との比較から検討

する。

年金保険と比較して、医療保険は保険事故の発生と給付内容について、

次のような特徴がある。

第一の特徴は、保険事故の発生が被保険者の主観に委ねられていること

である。年金保険における老齢、障害および死亡という保険事故はいずれ

も、生年月日、障害等級該当の有無および死亡の事実によって、客観的に

判定することができる。これらの事実をもとに、保険者が年金給付に関す

る受給権の有無、支給額などを裁定する（国年法１６条、厚年法３３条）。こ

れに対して、医療保険における疾病という保険事故は、交通事故による受
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傷のように客観的に発生する場合もあるが、具体的には医療機関への受診

を契機に発生する。すなわち、療養給付は、保険医療機関への受診に対し

て、保険医が保険診療に該当すると判断した場合に療養給付請求権が発生

する。重大な疾患であるにもかかわらず、被保険者が受診しなければ療養

給付請求権は発生しないし、逆に単なる疲労によるにもかかわらず受診に

よって療養給付請求権が認められる場合もある。ここで重要なことは、保

険医の介在を認めるとしても、療養給付請求権の発生について、保険者が

事後的にしか関与し得ないことである。このような特徴は、被保険者の健

康問題に関する認識の程度、医療を提供する側の予防的措置としての診察

治療などによって、療養給付請求権の発生が左右されることを意味する。

医療保険の第二の特徴は、保険給付のあり方に関わる。年金保険の保険

給付は裁定の結果、年金の支給要件を満たしているとして年金受給権が確

定すると、それと同時に当該年金の支給要件にしたがって支給額が決定さ

れる。この支給額は定期的かつ定額の給付として支給されることになる。

これに対して、医療保険における療養給付請求権は、被保険者たる患者の

病状に応じてその帰趨が定まる。保険料との関係でいえば、被保険者の負

担する保険料額や保険料を納付した期間の長短にかかわらず、療養給付請

求権が発生する。また、被保険者等の病状に応じて、その支給額が変動す

る。軽微な傷病の場合には短期間で治療が終了し、支給額も少ない。逆に

重篤な傷病の場合で治癒に至るまでに一定の期間を必要とする場合には、

その期間に応じて支給額が増加する。さらに、第一の特徴とも関連して、

特に軽微な傷病の場合、医師の治療に関する必要性の判断とは別に、被保

険者が自ら治療の継続を放棄する可能性が残されているから、被保険者の

判断によっても、療養給付としての支給額は変化する。

このように、年金保険の保険事故と保険給付については、保険者の判断

が介在し、給付額の推移もある程度客観的に予測することができるのに対

して、医療保険における療養給付は、被保険者側の受診に関する意思によ

って保険事故の発生が左右され、保険給付についても、その病状によって
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支給額が変動するという特徴も持つ。このような特徴は、あらかじめ給付

総額を予測したうえで保険料を設定しなければならないという医療保険財

政のあり方とも密接に関連するとともに、保険者の権限が及ばない領域に

属する問題であり、ここに医療保険と年金保険の保険者機能の違いを見い

だすことができる。医療保険の保険者は、患者の受診行動という主観的な

行動要因にどのように関わるかという難問に対峙することになる。

２ 国民健康保険の特徴

わが国における医療保険制度の保険者には、制度上、４つの類型が存在

する。健康保険法における政府（以下、政管健保という）、健康保険組合

（以下、健保組合という）、そして国民健康保険法における市町村国保と

国民健康保険組合（以下、国保組合という）である＊８。

これら４つの保険者類型のなかで、本稿の検討対象である市町村国保に

は、以下のようなふたつの構造的特徴がある。

第一の特徴は、被保険者の範囲、言葉を換えれば保険集団の形成に関す

る特徴である。国民健康保険法は、「市町村の区域内に住所を有する者は、

当該市町村が行う国民健康保険の被保険者とする」と定める（同法５条）

ものの、適用除外規定を設け、健康保険など被用者保険の被保険者および

その被扶養者、生活保護受給者を国保被保険者から除外している（同法６

条）。この結果、市町村国保の被保険者は、構造的に次のような特徴を有

することとなった。ひとつは、被用者保険の被保険者を除外した論理的帰

結として、市町村国保は、自営業者や自由業者など被用者保険に加入しな

い現役就労者ばかりでなく、企業を退職したため被用者保険の被保険者で

はなくなった者の受け皿として機能することが予定されていた。このため、

市町村国保は、制度発足当時から、年齢構成が高齢化する宿命を負わされ

ていたことになる。いまひとつは、保険料負担能力という視点から見た場

合、市町村国保の被保険者集団には、被用者保険以上に所得格差が存在す
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るため、保険料負担能力にも相当な格差が存在することである。

第二の特徴は、財源としての使用者負担が存在しないことである。被用

者保険の歴史的端緒は、職を同じくする者たちの助け合いに求められ、そ

こでは労働力を確保する観点から使用者の負担も当然の前提とされてきた。

しかし、第一の特徴とも密接に関連するが、市町村国保にあっては使用者

負担が存在しないため、財政基盤が脆弱である。このような構造的な特徴

のなかで、市町村国保の保険料（税）は、所得や資産に応じた応能部分と

制度に加入していることによる利益に応じた応益部分とによって算定され

る＊９。そして、個人レベルでの負担能力に対応して、保険料（税）の軽減

措置および減免措置が存在する一方、受益とかけはなれた負担を回避する

ための賦課限度額を設けている。こうして賦課徴収された財源によって給

付水準が設定されることになるが、健康保険なみの給付水準を確保しよう

とする場合には、使用者負担に代わる財源が必要となる。この財源として

用いられたのが国庫負担金、特に療養給付費等交付金である。

３ 市町村国保における運営自律性

以上のような医療保険および国民健康保険の特徴から、市町村国保の保

険者機能を検討する際に重要な指標となるのは管理運営における自律性

（運営自律性）と、国保財政に関する自律性（財政自律性）というふたつ

の自律性指標である。運営自律性と財政自律性とは相互に密接に関連する

が、ここでは、国民健康保険の事業運営に関する意思決定について、どの

ような組織がいかなるシステムのもとで行っているかを考察する。そして、

この作業には、市町村国保とは対極をなす健保組合との比較検討が有意義

である。

「市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、国民健康保険

を行うものとする」（国保法３条１項）と規定されていることからも明ら

かなように、市町村は、国民健康保険事業を行わなければならないという
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意味で義務的保険者であるのに対して、健保組合や国保組合は任意的保険

者ということができる（健保法１１条、国保法３条２項）。

このような性格の違いを反映して、健保組合では、保険料の負担義務者

である事業主と組合員（被保険者）という利害関係者が議決機関としての

組合会を組織し、組合会議員が理事長及び理事として、業務の執行にあた

る。これに対して、市町村国保では、市町村が保険者であることから、市

町村議会が意思決定機関として条例等の制定を行い、市町村職員がその業

務の執行を行う。市町村議会は、健保組合の組合会とは異なり、市町村住

民の代表である市町村議員から構成される。このため、市町村国保にあっ

ては、国保事業とは直接関係しない利害対立が事業運営に影響を及ぼす可

能性がある＊１０。

健保組合の大きな特徴は、保険給付について法定給付を上回る附加給付

の支給が認められていること（健保法７６条３項）、保険料率および労使の

負担割合を一定の範囲内で独自に決定できること（健保法１６０条９項）に

ある。これに対して、市町村国保には、保険給付、保険料（税）に関して、

以下のような条例制定権が認められている。

まず保険給付に関して、市町村国保は、財政の健全性をそこなうおそれ

がないと認められる場合に限り（国保令２８条）かつ都道府県知事と協議し

て（国保法１２条）、条例により一部負担金の割合を減ずることができる（国

保法４３条）。次に、出産育児一時金、葬祭費の支給（葬祭給付）の給付水

準を条例によって定めることができる＊１１。また、これらについて、特別な

理由があるときは、その全部または一部を実施しないことができる（国保

法５８条１項）。さらに、条例の定めるところにより、傷病手当金の支給、

その他の保険給付を行うことができる（同条２項）。

次に、保険料（税）についてである。まず第一に、保険料を徴収するか

保険税として徴収するかは、条例でこれを定めることができる（国保法７６

条）。国民健康保険税（以下、国保税という）を選択する市町村は、地方

税法に従って国保税の賦課・徴収に関する事項を条例で定める＊１２。他方、

112 市町村合併に伴う国民健康保険制度の変容（加藤）



保険料を選択した市町村は、賦課額、料率、賦課期日、納期、減額賦課そ

の他保険料の賦課及び徴収等に関する事項は、政令で定める基準に従つて

条例で定める（国保法８１条）＊１３。第二に、健保組合における保険料率の自

主決定権に対置されるとともに市町村国保に特有の制度として、保険料

（税）の軽減措置、減免措置がある。前者は、保険料負担能力との関係で、

低所得者に対して保険料（税）を軽減するものである（国保法７６条・国保

令２９条の７第５項、地方税法７０３条の５）。このような保険料（税）の軽減

は財政収入を減少させることになるが、保険基盤安定制度に基づき公費に

よる補填が行われる。後者の減免措置は、条例の定めるところにより、天

災その他特別の事情にある者に対し、保険料（税）を減免するかその徴収

を猶予することができる（国保法７７条・地方税法７１７条）が、この減免額

に対する公費補填は行われない。さらに、一般会計からの繰入金の導入に

関する可否、および導入の場合の金額についても市町村議会での決定事項

である。

ここで問題となるのは、保険料方式を選択した場合、賦課額や料率など

を政令の基準に基づいて条例が制定されることである。特に具体的な賦課

額に関する応能負担（所得割、資産割）や応益負担（均等割、平等割）の

負担割合や賦課限度額などの基準について、なにゆえ条例が行政権の定立

する政令に拘束されなければならないのか疑問である＊１４。国保税を採用し

た場合との均衡も考慮しなければならないが、保険者の運営自律性を侵害

する可能性がある＊１５。

Ⅱ 被保険者１人当たり保険料（税）額と保険者負担額

ここでは、３市構成市町村における保険料（税）現年度分調定額（以下、

保険料（税）額と略す）と保険者負担額との相関関係をみることによって、

市町村合併が国民健康保険に対していかなる影響を及ぼすかを検討する。
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保険料（税）現年度分調定額とは当該年度に賦課された保険料（税）額

であり、保険者負担額とは保険給付や老人保健拠出金等のために保険者が

負担する額である＊１６。市町村合併は、国民健康保険事業に対しても、被保

険者数の増加によって財源構成に大きな変化をもたらす。特に、被保険者

１人当たり保険者負担額は、保険給付における保険者負担や老人保健拠出

金等をもとに算出されるため、当該市町村国保の診療状況をも反映してい

る。したがって、被保険者一人当たり保険料（税）現年度調定額と保険者

負担額との関係は、市町村合併の効果を考察するための基本的な資料とな

る。

１ データ作成の方法と資料の見方

資料Ⅱは、平成１３年度事業状況に基づき、横軸に被保険者１人当たりの

保険料（税）現年度調定額を、縦軸に被保険者１人当たりの保険者負担額

をとり、３市の構成市町村ごとの分布データを作成した。そして、平成１６

年度事業状況における３市のデータを加えた＊１７。そのうえで、平成１３年度

のデータに基づいて作成した３市の位置を基点として、分布図を４分割し

たものである。このように、平成１３年度と平成１６年度の比較を通して、市

町村合併の前後による変化を見ることができる。

平成１３年度における３市のデータは、次のようにして作成した。まず、

一人当たり諸費の保険料（税）現年度分調定額は、各市町村の現年度分調

定額を当該年度の平均被保険者数で除した数字である。したがって、合併

市町村の現年度分調定額の総和を合併後の市町村における被保険者総数で

割り込んで、一人当たりの保険料現年度調定額を導いた。保険者負担額は、

事業状況に算定方法が示されていないため、各市町村の保険者負担額に被

保険者数を乗じて、市町村ごとの保険者負担額を算出したうえで、新・新

潟市、新・上越市および佐渡市全体の合計額を求め、それを被保険者総数

で除して、合併後の保険者負担額とした。こうして、新・新潟市、新・上
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越市および佐渡市の順で枝番をつけたのが、資料Ⅱ－１から資料Ⅱ－３で

ある。

そして、平成１３年度のデータに基づいて作成した３市すなわち新・新潟

市、新・上越市および佐渡市の位置に基点を設けて、基点の右上側をフェ

イス�とし、反時計回りにフェイス�まで分布図を４分割したのは分析を

容易にするためである。

新・新潟市の場合を例にとると、フェイス�に位置する町村は保険料

（税）額・保険者負担額ともに新・新潟市（平１３）の基点まで減少するこ

と、反対に、フェイス�に位置する市町村は、保険料（税額）・保険者負

担額ともに基点まで上昇することを意味する。フェイス�の場合には保険

料（税）額は減少するが保険者負担額は上昇し、フェイス�の場合には保

険料（税）額は上昇するが保険者負担額は減少するということになる。そ

して新・新潟市（平１３）は、あくまでも構成市町村を対象に、平成１３年度

に合併していたならば得られた数字に過ぎないため、平成１６年のデータを

もとに、新・新潟市（平１６）のデータを用いて、分布図に組み込んだ＊１８。

２ ３市における保険料（税）額と保険者負担額

（資料Ⅱ－１、Ⅱ－２、Ⅱ－３）

資料Ⅱを通観すると、佐渡市が、新・新潟市、新・上越市と比較して、

保険料（税）額、保険者負担額ともに低いことがわかる。ここでは３市を

全体的に分析する視点として、３市における中核的な市の動向、いわば仮

想的に作成した平成１３年度と平成１６年度との比較、３市の構成市町村への

影響という３つの視点に基づいて分析を試みる。

第一は、構成市町村のなかで最も被保険者数の大きい市についてである。

ここで特徴的なのは、新・新潟市である。資料Ⅱ－１からも明らかなよう

に、新・新潟市（平１３）と新潟市はほぼ同じ位置にある。このことは、新

潟市国保の被保険者にとって、合併による変化はないことを意味する。こ
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れに対して、上越市と両津市における国保被保険者は合併により、保険料

（税）額、保険者負担額ともに減額するという影響を受ける。上越市の場

合は保険料（税）額で９０００円弱、保険者負担額で約３０００円の減額となる。

両津市の場合も同じように保険料（税）額で３０００円余、保険者負担額では

１万６０００円余の減額となる。

これら市町村合併の中核的な市の動向と密接に関連して、第二は、３市

に関する平成１３年度と平成１６年度との比較である。資料Ⅱ－１～Ⅱ－３か

ら明らかなように、３市とも左上方へとシフトしていることがわかる。こ

のうち佐渡市は、ほぼ垂直方向へ移動しており保険料（税）額に大きな変

化はないが保険者負担額が２万円以上増額している。新・新潟市と新・上

越市の場合は、保険料（税）額は減少したが、保険者負担額はともに２万

円近く増額している。このことは、先に述べたように、保険者負担額には

老人保健医療費拠出金や介護納付金も含まれているため、国民健康保険に

起因しない要素も介在することが予想されるが、市町村合併の結果、被保

険者１人当たりの保険料（税）額が減少した反面、保険者負担額が逆に増

加したことを意味している。

第三は、構成市町村における合併の影響という視点であり、これは平成

１３年度における３市を基点にした各フェイスのバラツキに関する分析であ

る。ここで特徴的なのは新・上越市である。新・上越市も、新・新潟市と

同じように１４の市町村が合併して誕生した。しかし、資料Ⅱ－１と資料Ⅱ

－２との比較から明らかなように、新・新潟市の場合には、この１４の構成

市町村が新・新潟市を基点とする各フェイスに分散しているのに対して、

新・上越市の場合には１４市町村のうち１１町村がフェイス�に集中している。

このうち名立町は、保険料（税）額における変化はないといえるが、残り

の１０町村は保険料（税）額も保険者負担額も上昇する位置にある。佐渡市

の場合には、フェイス�に位置する町村は存在しないものの、特定のフェ

イスに構成市町村が集中するということはない（資料Ⅱ－３）。保険料（税）

額で減額の対象となる市町村と増額の対象となる町村が同数の５つ、保険
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資料Ⅱ－１ 新・新潟市 保険料（税）・保険者負担額

者負担額で大きな減額の対象となるのが両津市と相川町、大きな増額の対

象となるのが新穂村と赤泊村というように、合併効果のプラスマイナスが

分散されているといえる。

繰り返しになるが最後に指摘しておきたいことは、例えば新・新潟市の

場合でいうと、その６２．８８％を占める新潟市被保険者にとって、合併によ

る大きな変化はないといえる。しかし、全被保険者中１．３４％、０．５３％を占

めるに過ぎない横越町と月潟村の被保険者にとっては、保険料調定額で１

万円から１万円３千円以上の増額、保険者負担額でも２万円から３万円近

くの増額を及ぼすことである。同じことは、新・上越市におけるフェイス

�に位置する町村、佐渡市における羽茂町や赤泊村の被保険者にも妥当す

る。これら周辺市町村の国保被保険者にとっては、時限立法としての激変

緩和措置が採られるにせよ、最終的には市町村合併は保険料（税）額の引

き上げをもたらすことになる。
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資料Ⅱ－２ 新・上越市 保険料（税）・保険者負担額

資料Ⅱ－３ 佐渡市 保険料（税）・保険者負担額
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Ⅲ 財源構成

ここでは、国民健康保険の財源構成を検討する。ここでも平成１３年度と

平成１６年度の事業状況を用いて、まず新潟県全体の推移と平成１６年度にお

ける３市の状況を概観し（資料Ⅲ－１）、次に平成１３年度の時点における

合併市町村ごとの収入状況（資料Ⅲ－２）を作成し、それを分析する。は

じめにでも言及したように、ここでのデータは介護保険料も加えたもので

ある。

１ 県全体の財源構成の推移（資料Ⅲ－１）

新潟県全体における国民健康保険事業は、平成１６年度、１９８４億円余の収

入があった。その財源は、大きな項目でいえば、保険料（税）、国庫支出

金、療養給付費交付金、県支出金、連合会支出金、共同事業交付金、繰入

金、繰越金およびその他の収入という９項目から構成されている。これら

のうち保険料（税）、国庫支出金および療養給付費交付金という３つの項

目だけで、財源の８５％前後を賄っている。平成１６年度でいえば、その構成

比は、３０．７９％、３４．５９％および１８．９１％である。

このうち、保険料（税）収入は先に言及した介護保険料の存在とは関わ

りなく、漸減傾向にあり、平成１６年度は３割強を占めるに過ぎない。国庫

支出金は、さらに事務費負担分、療養給付等負担金、調整交付金（普通調

整交付金・特別調整交付金）、出産育児一時金等補助金および特別対策費

補助金から構成されている。保険料（税）と比較すると、その割合に大き

な変動はないのに対して、療養給付費交付金は微増傾向にある。

また、財源構成に占める比率の低い費目のなかでは、県支出金の増加が

著しい反面、連合会支出金が大きく減少している＊１９。なお、国庫支出金に

ついては、次項で詳しく検討する。
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資料Ⅲ－１ 収入構造（県計＋３市）

＜金額ベース：千円＞ 保険料（税）国庫支出金
療養給付費
交付金 県支出金 連合会

支出金
共同事業
交付金 繰入金 繰越金 その他

の収入 収入合計

平成１２年度県計 ６０，０５９，８５０ ６０，２１５，８４８ ２６，６６７，０６８ １５２，９９４ ５６９，５８７ １，９６７，４７０ １２，１１２，３０３ ９，１９４，６０６ ７８９，５５５ １７１，７２９，２８０

平成１３年度県計 ６１，３２０，５５６ ６４，２０９，８６６ ２８，１８２，８０９ １４８，５９４ ５２６，５７０ １，８７７，３１１ １３，３５０，４０６ １０，０２２，６６４ ４６６，４２３ １８０，１０５，１９７

平成１４年度県計 ６２，２５３，２５８ ６２，０３０，６２９ ２５，８４６，７１３ １４１，１３９ ９，６２６ １，８６５，２０６ １３，６３３，２４３ ９，８９８，４２３ ６４６，２３６ １７６，３２４，４７２

平成１５年度県計 ６０，９１８，２３０ ６５，３２９，９０６ ３３，８９９，９９５ ８６０，２９９ ２０，４７１ ２，９８４，５５７ １６，３０２，７１８ ８，５４３，６４５ ５１３，９３５ １８９，３７３，７５５

平成１６年度県計 ６１，０９７，７５４ ６８，６２４，０３３ ３７，５２８，５２４ ８４３，１９８ １４，２１６ ３，２３１，３４３ １８，４７６，９３８ ７，８３６，０１７ ７５６，５１５ １９８，４０８，５３８

平成１６年度新潟市 １８，８７８，３３８ ２１，１８２，９６０ １２，０４７，５６９ ２６３，８００ ２，８７９ １，０３５，５５４ ９，８６３，８５２ ８７８，５３０ ４０５，０２６ ６０，８５３，５０３

平成１６年度上越市 ４，４５５，４５１ ４，７２１，５３９ ３，７３０，７２２ ６１，８１４ ２，９８６ ２３２，５６３ ２，５２６，００４ ７７２，０９２ ３６，５９７ １５，５９０，４６５

平成１６年度佐渡市 １，８０９，６０４ ２，３５３，１５０ １，０９９，２６１ ３０，３５８ ０ １１９，４１３ １，４００，９２９ ４１５，６６５ ６，１４６ ６，６５４，９９２

＜構成比＞ 保険料（税）国庫支出金 療養給付費
交付金 県支出金 連合会

支出金
共同事業
交付金 繰入金 繰越金 その他

の収入 収入合計

平成１２年度県計 ３４．９７ ３５．０６ １５．５３ ０．０９ ０．３３ １．１５ ７．０５ ５．３５ ０．４６ １００

平成１３年度県計 ３４．０５ ３５．６５ １５．６５ ０．０８ ０．２９ １．０４ ７．４１ ５．５６ ０．２６ １００

平成１４年度県計 ３５．３１ ３５．１８ １４．６６ ０．０８ ０．０１ １．０６ ７．７３ ５．６１ ０．３７ １００

平成１５年度県計 ３２．１７ ３４．５０ １７．９０ ０．４５ ０．０１ １．５８ ８．６１ ４．５１ ０．２７ １００

平成１６年度県計 ３０．７９ ３４．５９ １８．９１ ０．４２ ０．０１ １．６３ ９．３１ ３．９５ ０．３８ １００

平成１６年度新潟市 ３１．０２ ３４．８１ １９．８０ ０．４３ ０．００ １．７０ １６．２１ １．４４ ０．６７ １００

平成１６年度上越市 ２８．５８ ３０．２８ ２３．９３ ０．４０ ０．０２ １．４９ １６．２０ ４．９５ ０．２３ １００

平成１６年度佐渡市 ２７．１９ ３５．３６ １６．５２ ０．４６ ０．００ １．７９ ２１．０５ ６．２５ ０．０９ １００
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２ ３市の財源構成（資料Ⅲ－２）

資料Ⅲ－２は、平成１３年度事業状況に基づく合併市町村の財源構成を示

すとともに、構成市町村の数字をもとに合併後の３市の財源構成を導き出

している。このため、３市に関する平成１３年度と平成１６年度との比較分析

が可能となる。まず、３市を構成する市町村の特徴を分析する。この分析

はいわば地域特性を明らかにする作業であり、３市の特徴と密接に関連す

る。これをふまえて次に、３市における合併前後の変化を検討する。

１）３市構成市町村の特徴

ここでは、平成１３年度事業状況における①保険料（税）、②国庫支出金、

③療養給付費交付金、④繰入金および⑤繰越金について、３市を構成する

市町村の特徴を検討する。

①保険料（税）について注目されることは、新・上越市である。新・上

越市を構成する１４市町村のうち、収入全体に占める保険料（税）の占める

割合が３割を越えるのは４市町村だけであり、そのほかの町村は、大島村

の１９．６８％を除き、いずれも２割台である。しかし、吸収合併型すなわち上

越市の財源比率が高いため、新・上越市レベルとなると３３．３７％となる。こ

れと同様の傾向は佐渡市を構成する１０市町村にも妥当するが、ここでは対

等合併型すなわち財源比率の分散傾向を反映して、佐渡市全体では２７．８３

％となっている。

②国庫支出金について３市を構成するすべての市町村を概観すると、収

入全体に占める国庫支出金の割合が最も低いのは頸城村の２９．１６％、逆に

最も高いのは牧村の４６．３１％である。いずれも新・上越市を構成する町村

である点が注目される。ただし、新・上越市の国庫支出金割合は、平成１３

年度において３４．３１％であったが、平成１６年度には３０．２８％に減少している。

次に、佐渡市を構成する市町村では、総じて国庫支出金の割合が高いとい

う特徴があり、それが佐渡市の数字を押し上げる要因になっている。
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③療養給付費交付金は、退職被保険者の療養給付に関連する交付金であ

り、退職被保険者数およびその診療状況に関連する＊２０。したがって、収入

全体に占める療養給付費交付金の割合が高いことは被保険者数が多いこと

を意味する。相対的に、新・上越市において退職被保険者数が多いという

ことができる＊２１。

④繰入金は、各市町村の一般会計からの繰入金＊２２のほか、基金等からの

繰入金および直診勘定から構成される。これを３市で見ると、新・新潟市

を構成する市町村は、小須戸町の１１．９０％を除き、似たような数値を示し

ている。これに対して、新・上越市と佐渡市を構成する市町村では収入全

体に占める繰入金の割合が１０％台を越える町村が多く、最高値は佐渡市に

属する羽茂町の１８．１８％である。特に、佐渡市では、合併の前後ともに１０

％を越えている。

⑤繰越金については繰越金という表記だけで、事業状況のなかにも別段、

定義規定は存在しない。しかし、収入に計上されている以上、前年度から

の繰越金と考えられるから、前年度の事業運営において繰り越された金額

が翌年度の収入に当てられていることになる。この繰越金は資金調達先を

特定できないため多様な解釈が可能であるが、収入構成からいえば、保険

料の設定が高いか、国庫支出金が過剰であることを意味する。このことを

前提に、３市を構成するすべての市町村を概観すると、最低値は新潟市の

０．１７％であり、新・上越市を構成する柿崎町と中郷村が０％台である。一

方、最高値は新・新潟市を構成する味方村の２１．２１％である。新・上越市

と佐渡市を構成する町村にこの繰越金比率の高いところが多く、特に平成

１３年度の佐渡市では９．５０％に達していた。

最後に留意しておくべきことは、３市構成市町村のなかでいくつか特徴

的な数字を示した町村をあげたが、吸収合併型の場合には特に、その収入

構造に決定的な影響を与えるものではないことである。

２）３市における合併前後の変化
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次に３市における合併前後の変化を検討する。この検討は、先にみた３

市構成市町村の地域特性と密接に関連する。地域特性の分析とやや重複す

るが、ここでも①保険料（税）、②国庫支出金、③療養給付費交付金、④

繰入金および⑤繰越金に着目して考察する。

①保険料（税）については、３市ともに収入全体に占める割合が低下し

ている点で共通する。しかし、佐渡市の場合には合併前から保険料（税）

割合が低かったのに対して、新・上越市は合併の前後で５ポイント近く減

少している点が注目される。

②国庫支出金についても３市とも減少している点で共通するが、ここで

も新・上越市の減少幅が大きい。

逆に③療養給付費交付金は、３市とも合併後に上昇しており、その幅も

３ポイントから４ポイントで同じような上げ幅といえる。これは、退職被

保険者の人数・被保険者全体に占める割合ともに、３市とも上昇している

ことを反映している＊２３。

④繰入金については、収入全体に占める割合はそう大きくない。しかし、

ここでも合併後に３市ともその割合が上昇し、１０％の大台に乗った。変化

の激しいのは新・上越市であり５．７４％から１０．１１％と約２倍に伸びている。

佐渡市の場合は、平成１３年度の１０．７６％が平成１６年度には１２．３４％となって

いる。

⑤繰越金は３市とも減少している。しかし、平成１６年度で新・新潟市が

１．３６％であるのに対して、新・上越市４．９５％、佐渡市６．２５％と比較的高い

数字を示している。ここでは特に佐渡市の落ち込みが激しい。

また、財源構成上その比率は小さいが、新・上越市と佐渡市では県支出

金が顕著に増加しているほか、共同事業交付金も３市ともに上昇している。

以上のような分析から、次の３点を指摘することができる。まず第一に、

国民健康保険事業だけに限定すれば、新・上越市が合併の影響を最も受け

た市ということができる。新・上越市はどの費目でも最大の変化を示して

いるからである。特に、保険料（税）および国庫支出金の収入全体に占め
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る割合がそれぞれ５ポイントと４ポイント減少する一方、繰入金の占める

割合が倍増している。第二に、３市いずれも収入全体に占める保険料（税）

割合を減少させていることと密接に関連して、繰入金の割合が増加し、繰

越金の割合が低下していることである。繰入金は、各市町村の一般会計繰

入金、基金等および直診勘定から構成される。基金等や直診勘定と比較す

ると、金額ベース、繰入金全体に占める割合どちらも一般会計繰入金が大

きい。この一般会計繰入金は、さらに、保険基盤安定、職員給与費等、出

産育児一時金等、財政安定化支援事業、その他に細分される。これらのな

かでも保険料（税）軽減分と職員給与費等が大きな数字を示している。こ

こから、保険料（税）および国庫支出金の低下に伴って、一般会計すなわ

ち市町村民税からの持ち出し分が増加するとともに、前年度からの繰越金

も減少していることが読み取れる。したがって、合併によっても財政構造

は３市ともそれほど大きく改善されているとはいえない。第三は、第二と

も関連するが、療養給付費交付金の増加である。これは退職被保険者の増

加を反映しており、保険料（税）割合の減少を補っている側面を有する。

しかし、一部負担金の負担割合における制度間格差が解消されたことから

いえば、この交付金の存在意義はなくなったといえる。この点に関連して、

平成１８年改正法はその１３条において、国民健康保険法附則６条および７条

に基づき平成２６年までこの交付金制度を存続することとした。このことは、

国保事業の財源構造を下支えする効果を期待されているものと考えられる

が、合理的根拠のない費目といえる。
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資料Ⅲ－２ 収入構造 ３市と構成市町村

保険者番号 保険者名 保険料
（税）

国庫
支出金

療養給付
費交付金

県
支出金

連合会
支出金

共同事業
交付金 繰入金 繰越金

その他
の収入

収入
合計

平成１３年度 県 計 ３４．０５ ３５．６５ １５．６５ ０．０８ １．０４ ７．４１ ５．５６ ０．２６ １００
平成１３年度 市町村計 ３３．４７ ３５．２６ １６．４０ ０．０９ １．０９ ７．７５ ５．４０ ０．２６ １００
００１ 新 潟 市 ３５．７４ ３５．１８ １８．１５ ０．０９ １．０７ ９．２１ ０．１７ ０．１６ １００
００７ 新 津 市 ３２．４１ ３５．６２ １８．６６ ０．０９ ０．７６ ７．０１ ５．０８ ０．０９ １００
０１９ 白 根 市 ３４．１３ ３８．７８ １２．５９ ０．１０ １．４３ ７．４５ ４．９４ ０．２８ １００
０２０ 豊 栄 市 ３２．７４ ３７．２３ １７．７５ ０．０９ ０．８８ ６．０２ ４．６９ ０．２９ １００
０３１ 小須戸町 ３１．３１ ３２．２９ １３．５２ ０．０５ １．２６ １１．９０ ８．７２ ０．７３ １００
０３３ 横 越 町 ２９．８７ ３７．６４ １３．４６ ０．１０ １．８５ ８．３０ ８．１１ ０．２５ １００
０３４ 亀 田 町 ３６．３７ ３２．０２ １８．３１ ０．０８ １．２７ ５．５３ ６．０２ ０．１８ １００
０３５ 岩 室 村 ３０．８０ ３６．４３ １６．３９ ０．０８ １．０４ ４．８０ １０．０９ ０．０６ １００
０３９ 巻 町 ３４．５６ ３９．７３ １３．０４ ０．０６ １．３３ ６．００ ４．７９ ０．１１ １００
０４０ 西 川 町 ３９．１９ ３５．４５ ８．２６ ０．１０ １．１２ ６．４０ ８．７８ ０．２１ １００
０４２ 味 方 村 ３０．２９ ３３．４８ ７．７８ ０．１２ ０．５８ ５．９２ ２１．２１ ０．２１ １００
０４３ 潟 東 村 ３３．８６ ３５．９１ ５．９９ ０．０９ １．９５ ５．４８ １５．８７ ０．６４ １００
０４４ 月 潟 村 ３２．１６ ３３．０４ １３．７９ ０．１０ ０．５０ ６．８７ １３．０７ ０．０６ １００
０４５ 中之口村 ３４．２９ ３１．０９ １４．００ ０．０５ １．７７ ４．９１ １２．７４ ０．５３ １００
平成１３年度 新・新潟市 ３４．８７ ３５．５７ １７．０６ ０．０９ １．０９ ８．２３ ２．６５ ０．１８ １００
平成１６年度 新・新潟市 ３１．０２ ３４．８１ １９．８０ ０．４３ ０．００ １．７０ １６．２１ １．４４ ０．６７ １００

００３ 上 越 市 ３７．２７ ３３．４１ １９．４７ ０．０９ ０．７９ ３．４４ ５．１８ ０．１５ １００
０７６ 安 塚 町 ２７．０６ ４０．３４ １３．６７ ０．０９ ０．１５ ５．７３ １０．５６ ０．８７ １００
０７７ 浦川原村 ２９．４７ ３９．４３ １０．３６ ０．１６ １．０４ １０．５３ ７．９９ ０．４８ １００
０８０ 大 島 村 １９．６８ ３３．９７ １８．１５ ０．０１ １．１９ １５．４２ ３．４８ ０．３７ １００
０８１ 牧 村 ２１．５７ ４６．３１ １２．９９ ０．４４ １．０９ １３．６５ １０．９７ ０．１３ １００
０８２ 柿 崎 町 ３０．０２ ３４．４８ ２２．３３ ０．０８ １．３７ ７．９１ ０．７５ ２．６４ １００
０８３ 大 潟 町 ３１．３５ ２９．５３ ２３．５２ ０．０６ ０．４９ ７．３１ ７．１６ ０．２９ １００
０８４ 頚 城 村 ２３．７８ ２９．１６ ２６．０７ ０．０５ ０．８０ １４．４１ ５．２９ ０．２０ １００
０８５ 吉 川 町 ２４．９４ ３８．３４ １４．７０ ０．０９ １．４５ １３．２３ ６．８４ ０．０８ １００
０８７ 中 郷 村 ２８．２１ ３８．４８ ２５．６６ ０．０９ ０．８７ ５．６４ ０．３２ ０．４７ １００
０８９ 板 倉 町 ２７．５９ ３６．７３ １４．６０ ０．０７ ０．６９ ７．４５ １２．２２ ０．３３ １００
０９０ 清 里 村 ２６．０４ ３３．３７ １６．３１ ０．０７ ０．４４ ５．２７ １７．６８ ０．０５ １００
０９１ 三 和 村 ２４．９０ ４２．３７ １３．８７ ０．０９ １．２５ ６．２０ １０．４２ ０．３９ １００
０９２ 名 立 町 ３３．６３ ３１．６６ １４．５７ ０．０２ ０．４６ １１．６２ ７．７７ ０．１６ １００
平成１３年度 新・上越市 ３３．３７ ３４．３１ １９．１７ ０．０９ ０．８７ ５．７４ ５．８３ ０．３６ １００
平成１６年度 新・上越市 ２８．５８ ３０．２８ ２３．９３ ０．４０ ０．０２ １．４９ １０．１１ ４．９５ ０．２３ １００

０１８ 両 津 市 ２４．６８ ３６．８８ １４．０５ ０．０７ １．１２ ８．２５ １２．４４ ０．２１ １００
１０１ 相 川 町 ２８．６３ ３９．０５ １１．７８ ０．０６ １．２２ １０．１２ ８．４１ ０．４０ １００
１０２ 佐和田町 ３３．４４ ３４．２２ １４．５３ ０．０７ ０．９４ ９．６３ ６．７５ ０．０８ １００
１０３ 金 井 町 ２４．７７ ３４．５３ １７．８０ ０．１０ ０．５９ １０．２９ １１．３８ ０．１１ １００
１０４ 新 穂 村 ２７．７３ ３１．６４ １１．７２ ０．０８ １．４６ １３．７７ １２．７８ ０．４５ １００
１０５ 畑 野 町 ３０．６９ ３９．８９ ８．１８ ０．０７ ０．７４ １１．３５ ８．３２ ０．３４ １００
１０６ 真 野 町 ２６．６７ ４２．２９ ７．５１ ０．０７ ０．６９ ９．７０ １２．５８ ０．１３ １００
１０７ 小 木 町 ３０．８５ ４２．３０ ７．７８ ０．０６ １．０４ １５．１４ ２．０９ ０．４９ １００
１０８ 羽 茂 町 ２２．０６ ３４．６４ ２０．３２ ０．０２ １．５０ １８．１８ ２．８９ ０．１５ １００
１０９ 赤 泊 村 ２２．３７ ３０．７５ ２２．４１ ０．０７ ０．７１ １１．８４ １０．８８ ０．２９ １００
平成１３年度 佐 渡 市 ２７．８３ ３６．９１ １３．３０ ０．０７ １．０３ １０．７６ ９．５０ ０．２５ １００
平成１６年度 佐 渡 市 ２７．１９ ３５．３６ １６．５２ ０．４６ ０．００ １．７９ １２．３４ ６．２５ ０．０９ １００
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Ⅳ 国庫支出金の動向

Ⅲの財源構成で検討したように、国庫支出金は国保財源の３割強を占め、

これに退職被保険者のための療養給付費交付金を加えると、国保財源の５

割近くに達する。ここでは、財源のなかでも国庫支出金に限定して、合併

の前後で国庫支出金がどのように変化したかについてさらに考察を進める。

国庫支出金がどのように変化したかを検討することは、国民健康保険事業

に関する市町村合併の効果を検証するうえでも、さらに公的医療保険制度

の一本化を議論する際にも重要な視点になると考えるからである。

まずここでは国庫支出金を構成する費目の概要を説明した後、国庫支出

金の動向について、金額ベース、対前年度比および国庫支出金全体に占め

る各費目の構成比を中心に、新潟県全体と３市のデータを分析する。

１ 国庫支出金の性格

平成１６年度事業状況によれば、国庫支出金は、事務費負担分、療養給付

等負担金、高額医療費共同事業負担金、普通調整交付金、特別調整交付金、

出産育児一時金等補助金および特別対策費補助金から構成されている。

これらの費目のうち、大きな割合を占めるのは療養給付等負担金と普通

調整交付金である。療養給付費等負担金とは、国保事業の健全な発展を図

り、被保険者の保険料（税）負担の緩和を図ることを目的とした、医療費

の相当部分に対する定率の負担金である＊２４。財政調整交付金は、市町村の

産業構造、住民所得、年齢構成等には市町村ごとに相当の差異が存在する

とともに、医療需要にも質量両面の違いがあること、さらに、被保険者の

保険料負担能力や負担額にもかなりの格差が存在するため、定率補助のみ

では解消できない市町村間の財政不均衡の是正を図るために設けられた＊２５。

このうち、普通調整交付金は、市町村間の財政調整を図るための交付金で

ある。また特別調整交付金は、災害等による保険料（税）の減免が発生し
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た場合や、直営診療施設の運営費が多額であるなど特別の財政需要に対応

する交付金である＊２６。

また、事務費負担分＊２７と出産育児一時金等補助金＊２８は国保組合を主たる

配分先とする。これとは逆に、調整交付金は市町村国保のみを対象とする。

また、高額医療費共同事業負担金は、平成１４年度まで国民健康保険団体連

合会等補助金により行われていた事業を拡充・制度化したものである。こ

れは、高額療養費の発生件数が増加することによる財政運営の不安定要因

を解消するため、交付対象額を国、都道府県および市町村が共同で負担す

るものである。平成１５年度から導入され、市町村の拠出金に対し、国と都

道府県がそれぞれ１／４ずつ負担することとされている（国保法附則１５項～

１８項）。

以上が、国庫支出金の概要である。ここで留意すべきことは、国庫支出

金といっても、そこには法律に根拠を求めることができるものと予算措置

のみに根拠を求めるものとがあり、法律に根拠を求めることができるもの

にも国が負担義務を負う義務的負担金と国に広い裁量権が認められる任意

的補助金とが存在する。先に挙げた国庫支出金の費目でいえば、療養給付

費等負担金、財政調整交付金あるいは高額医療費共同事業負担金などは法

律に根拠を求めることができ、これらは地方財政法上、国庫負担金といわ

れる。他方、国保組合に対する国庫支出金は任意的補助金に該当する。い

まひとつ留意しておくべきことは、一般会計の繰入金、特に保険基盤安定

負担金の存在である。これはさらに保険料（税）軽減分と保険者支援分と

に分かれる。前者は、保険料（税）を軽減した場合、その軽減相当額を一

般会計から国保特別会計に繰り入れなければならない。この場合、国と都

道府県は、政令の定めるところにより、当該市町村の一般会計からの繰入

金の２分の１、４分の１を負担することとされていた。すなわち、事業状

況において一般会計繰入金に計上されている費用の４分の３に相当する額

は、国および都道府県が負担していることを意味する。また、保険者支援

分も平成１５年から１７年までの時限措置とはいえ、保険料を軽減された一般
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被保険者の数に応じて平均保険料の一定割合を公費で補填することにより、

低所得者を多く抱える市町村を支援するもので、ここにも市町村の一般会

計を通じて国庫支出金が注ぎ込まれている。なお、この保険基盤安定負担

金は、平成１７年合理化法により、すべて都道府県の負担とされた。いずれ

にせよこのことは、国民健康保険を運営するための財源がいかなる割合で

どのように調達されているかを検討する際の留意事項である。

２ 新潟県全体における国庫支出金の動向（資料Ⅳ－１）

資料Ⅳ－１は、新潟県全体に関する国庫支出金の動向を、金額ベース、

各年度における費目の構成比および対年度比をみたものである。これらの

データは平成１６年度事業状況に基づいている。

まずここで明らかなことは、新潟県全体の国庫支出金額は、平成１４年度

に減少に転じたものの、その後は、平成１５年度、１６年度ともに対前年度比

５％で増加していることである。平成１４年度に国庫支出金が減少したのは、

療養給付費等負担金の支払いシステムに変更があったこと、平成１４年１０月

に一部負担金や高額療養費の見直しがあり、診療費が減少したことなどに

よるものと考えられる。また、平成１５年度以降の増加傾向は、診療費の伸

びを反映する療養給付費等負担金の増加が影響しているものと思われる。

平成１５年度から、新設された高額医療費共同事業負担金は、その金額から

いって１％強の増加要因にしか過ぎない。

次に、国庫支出金の各費目に関する構成比に着目すると、療養給付費等

負担金、普通調整交付金には大きな変化は見られない。その他の費目は、

多少の変動は見られるが、構成比からいって財源構造に大きな影響を与え

ていないと考えられる。
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資料Ⅳ－１ 国庫支出金（県計）金額・構成比・対前年度比

＜県計：金額ベース（千円）＞ 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

事務負担費 ５５，７６１ ５４，８４７ ５３，９２４ ２７，３３１

療養給付費等負担金 ４８，２７５，７６１ ４７，０６６，４４７ ４９，０３３，０３９ ５２，００５，７２２

高額医療費共同事業負担金 ……… ……… ７２０，１９１ ７７３，４３８

普通調整交付金 １２，４６７，５８７ １１，７１２，２２４ １３，３６１，１８８ １３，７５２，５８２

特別調整交付金 ３，３１４，０１８ ３，１４４，１１９ ２，１１３，０５７ ２，００８，７７６

出産育児一時金等補助金 １９，８７５ １７，４７５ ３０，９９８ ４２，５４８

特別対策費補助金 ７６，８６４ ３５，５１７ １７，５０９ １３，６３５

計 ６４，２０９，８６６ ６２，０３０，６２９ ６５，３２９，９０６ ６８，６２４，０３３

＜県計：構成比＞ 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

事務負担費 ０．０９ ０．０９ ０．０８ ０．０４

療養給付費等負担金 ７５．１８ ７５．８８ ７５．０５ ７５．７８

高額医療費共同事業負担金 ……… ……… １．１０ １．１３

普通調整交付金 １９．４２ １８．８８ ２０．４５ ２０．０４

特別調整交付金 ５．１６ ５．０７ ３．２３ ２．９３

出産育児一時金等補助金 ０．０３ ０．０３ ０．０５ ０．０６

特別対策費補助金 ０．１２ ０．０６ ０．０３ ０．０２

計 １００．００ １００．００ １００．００ １００．００

＜県計：対前年度比＞ 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

事務負担費 ０．９８ ０．９８ ０．５１

療養給付費等負担金 ０．９７ １．０４ １．０６

高額医療費共同事業負担金 １．０７

普通調整交付金 ０．９４ １．１４ １．０３

特別調整交付金 ０．９５ ０．６７ ０．９５

出産育児一時金等補助金 ０．８８ １．７７ １．３７

特別対策費補助金 ０．４６ ０．４９ ０．７８

計 ０．９７ １．０５ １．０５
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３ ３市における国庫支出金の動向（資料Ⅳ－２）

資料Ⅳ－２は３市を対象に、事業状況における国庫支出金に分類されて

いる費目をもとに、金額ベース、金額ベースに基づく伸び率、および３市

ごとの構成比を見たものである。ここで平成１３年度において新潟市と新・

新潟市というように二つのデータがあるのは、合併前後の状況を比較する

ために、合併対象市町村のデータを加えたからである。これらについては

平成１３年度と平成１６年度の事業状況に基づいて作成した。これに平成１３年

度と平成１６年度の構成比を加えている。

ここで注目されるのは新・新潟市の動向である。平成１３年度と平成１６年

度の構成比を比較すると、新・上越市と佐渡市は、療養給付費等負担金と

普通調整交付金がともにその構成比が増加しているのに対して、新・新潟

市では療養給付等負担金の構成比が上昇している反面、普通調整交付金の

構成比が減少しているからである。このことをどのように理解できるのだ

ろうか。そこで、療養給付費等負担金と普通調整交付金の内容を確認して

おきたい。

療養給付費等負担金は、市町村国保の被保険者のうち退職被保険者とそ

の被扶養者を除く一般被保険者に係る医療給付費を対象に交付される。そ

して、一般被保険者の医療給付費から計算される国庫負担対象額の１００分

の３４に相当する額が具体的な負担金額となる。この国庫負担対象額には、

療養の給付に要する費用から一部負担金に相当する額を控除した額、入院

時食事療養費、高額療養費等の支給に要する費用の額の合算額とされる＊２９。

したがって、療養給付等の費用が増加すれば、それに応じて療養給付費等

負担金も増加することになる。

普通調整交付金は、被保険者の所得等から一定の基準により算定される

収入額（調整対象収入額）が、医療給付費、保健事業費等から一定の基準

により算定される支出額（調整対象需要額）に満たない市町村に対し交付

される。具体的な普通調整交付金の交付額は、当該市町村の調整対象需要

130 市町村合併に伴う国民健康保険制度の変容（加藤）



額から当該市町村の調整対象収入額を控除した額である＊３０。このような算

定方法は、すべての市町村に共通する。

以上に加えて３市における国庫支出金合計額の対平成１３年度比をみると、

新・上越市、佐渡市はともに１．００であるのに対して、新・新潟市は１．１２と

微増している。そして、このことは、療養給付費等負担金の増加に依ると

ころが大きいことがわかる。したがって、新・新潟市の場合、普通調整交

付金の国庫支出金全体に占める構成比の減少は、療養給付費等負担金の相

対的増加の結果といえそうである。もしも、療養給付費等負担金に変化が

ないにもかかわらず、普通調整交付金の構成比率が低下したならば、そこ

に市町村合併の効果を見いだすことができる。なぜならば、他の費目に変

化がないとすれば、市町村合併によって、調整対象収入額が増加するか、

調整対象需要額が減少することに起因して普通調整交付金の構成比率の低

下をもたらすといえるからである。そしてここで特別調整交付金を考慮し

ないのは、この交付金が災害等の短期的かつ特別の事情に基づき交付され

るものだからである。このことから新・上越市をみると、療養給付費等負

担金も普通調整交付金も対１３年度比では似たような数字となっているから、

市町村合併の効果でいえば、あったともなかったともいえないことになる。

佐渡市の場合は、療養給付費等負担金の伸び率よりも普通調整交付金の伸

び率が上回っているため、合併をしても国庫支出金の帰趨さらにいえば財

政構造に大きな改善効果がみられなったといえそうである。そして、新・

新潟市の場合は、合併によって、財源構造が改善される以上に、医療需要

が伸びた結果、療養給付費等負担金が上昇し、合併効果の判定を困難にし

ていると思われる。
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資料Ⅳ－２ 国庫支出金（３市）金額・対１３年度比・構成比

＜新・新潟市：金額ベース（千円）＞ 平成１３年度 平成１３年度 平成１６年度 対平成１６年度比

新潟市 新・新潟市 新・新潟市 新・新潟市

事務負担費 ３，５０４ ６，５０４ ０ ０．００

療養給付費等負担金 ８，９３８，０１２ １４，４３７，９１１ １６，５６３，０３９ １．１５

高額医療費共同事業負担金 ……… ……… ２３９，３９１ ………

普通調整交付金 ２，１３１，３７１ ３，８２５，０９０ ３，９１７，９５４ １．０２

特別調整交付金 ４４５，６７３ ７０９，７８１ ４６０，７５９ ０．６５

出産育児一時金等補助金 ０ ０ ０ ０．００

特別対策費補助金 ０ １４，９２１ １，８１７ ０．１２

計 １１，５１８，５６０ １８，９９４，１０４ ２１，１８２，９６０ １．１２

＜新・上越市：金額ベース（千円）＞ 平成１３年度 平成１３年度 平成１６年度 対平成１６年度比

上越市 新・上越市 新・上越市 新・上越市

事務負担費 ８７５ ２，２３６ ０ ０．００

療養給付費等負担金 ２，１２７，９５４ ３，３９６，０４５ ３，４５７，４７１ １．０２

高額医療費共同事業負担金 ……… ……… ５７，１１１ ………

普通調整交付金 ５８１，５３９ １，０１１，４３５ １，０４５，８８５ １．０３

特別調整交付金 ７５，１５４ ２９５，８８５ １６１，０７２ ０．５４

出産育児一時金等補助金 ０ ０ ０ ０．００

特別対策費補助金 ０ ２，５０９ ０ ０．００

計 ２，７８５，５２２ ４，７０７，４２６ ４，７２１，５３９ １．００

＜佐渡市：金額ベース（千円）＞ 平成１３年度 平成１３年度 平成１６年度 対平成１６年度比

両津市 佐渡市 佐渡市 佐渡市

事務負担費 １８６ １，３９７ ０ ０．００

療養給付費等負担金 ３９４，９６６ １，５７９，６９４ １，６２６，８０９ １．０３

高額医療費共同事業負担金 ……… ……… ２８，１２２ ………

普通調整交付金 １５０，１１２ ５５６，９０９ ６２２，２７１ １．１２

特別調整交付金 ５０，５２７ ２０９，８７０ ７５，９４８ ０．３６

出産育児一時金等補助金 ０ ０ ０ ０．００

特別対策費補助金 ０ ０ ０ ０．００

計 ５９５，７９１ ２，３４７，１５０ ２，３５３，１５０ １．００
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＜３市国庫支出金構成比＞ 新・新潟市 新・上越市 佐渡市

平成１３年度 平成１６年度 平成１３年度 平成１６年度 平成１３年度 平成１６年度

事務負担費 ０．０３ ０．００ ０．０５ ０．００ ０．０６ ０．００

療養給付費等負担金 ７６．０１ ７８．１９ ７２．１４ ７３．２３ ６７．３０ ６９．１３

高額医療費共同事業負担金 ……… １．１３ ……… １．２１ ……… １．２０

普通調整交付金 ２０．１４ １８．５０ ２１．４９ ２２．１５ ２３．７３ ２６．４４

特別調整交付金 ３．７４ ２．１８ ６．２９ ３．４１ ８．９４ ３．２３

出産育児一時金等補助金 ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００ ０．００

特別対策費補助金 ０．０８ ０．０１ ０．０５ ０．００ ０．００ ０．００

計 １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００

結びに代えて

平成１７年３月９日、衆議院厚生労働委員会における平成１７年合理化法の

審議の席上、尾辻秀久厚生労働大臣は、市町村国保の広域化に関連して「リ

スクの分散ということでいうと、大きくなる方がやはりやりやすい」と述

べた＊３１。

新潟県における市町村は、２００１（平成１３）年から２００６（平成１８）年３月

までの間に１１１から３５に激減し、これに伴い市町村国保の保険者数も３５に

集約された。この間の２００１（平成１３）年度から２００４（平成１６）年度でみて

も、１保険者あたりの平均被保険者数は７５４９人から１３９４２人に増加してい

る。この意味では、リスクの分散という目的はそれなりの成功を収めたと

いうことができる。また、合併による市町村国保の広域化はそれ自体、保

険料の平準化を促すから、この点でもそれなりの成果をあげたと評価する

ことができる。

しかし、ここで留意すべきことは、３市における被保険者１人当たりの

保険料（税）額と保険者負担額を分析した資料Ⅱから明らかなように、市

町村国保の広域化は、どの市町村国保の被保険者であったかにより、合併

の効果は相反することである。新潟市国保の被保険者にとって、平成１３年
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度における１人当たり保険料（税）額と保険者負担額は、合併の前後でほ

とんど変化はなかった。これに対して、横越町の被保険者にとっては保険

料（税）額も保険者負担額も大幅な増額となることがその典型である。特

に、人口規模の小さい市町村国保の被保険者、言葉を換えれば合併市町村

における被保険者比率の小さい市町村の被保険者ほど、合併による影響が

大きいということができる。市町村国保における合併効果の損得論をあえ

ていえば、これらの被保険者ほど損得の振幅が大きいということになる。

それでは、Ⅲにおける財源構成の検討とも関係して、市町村の広域化が

市町村国保の財政運営の安定化すなわち財政的自律性を高める効果があっ

ただろうか。二つの留保条件付きながら、この設問には否と答えざるを得

ない。資料Ⅲで示したとおり、平成１３年度から平成１６年度までの間に収入

全体に占める保険料の割合はむしろ減少しているからである。

しかし、第一の留保条件は分析の対象期間が４か年度に過ぎないという

ことである。いますこし長期的に分析しなければならず、早急に結論を出

すことは妥当ではないと考える。第二の留保条件は、資料Ⅲが介護保険料

を含んだデータであるため、純粋に国民健康保険の姿を反映していないこ

とである。このような市町村国保の財源構成に関連して注目されるのは、

療養給付費交付金の割合が増加しているという事実である。収入全体に占

める保険料（税）や国庫支出金が減少しているための相対的な増加とも考

えられる。しかし、この療養給付費交付金の伸びは、被保険者全体に占め

る退職被保険者の相対的増加に起因するものと考えられる。このことは、

被用者保険から引退した前期高齢者を被保険者として抱え込む市町村国保

の構造的な特徴に基づくものであり、この意味では、被用者保険と市町村

国保との間の財政調整がうまく機能している証明でもある。

このような市町村国保をめぐる財政調整については、Ⅳ国庫支出金の動

向の検討とも関係する。国庫支出金の動向については、かろうじて新・新

潟市に市町村合併の効果がみられるものの、その効果を断定することはで

きなかった。新・上越市や佐渡市の場合には市町村合併による財政構造の
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改善効果はなかったものと考えられる。しかし、本稿の分析では、平成１７

年合理化法の影響が反映されていない。この平成１７年合理化法の影響を分

析するには、平成１７年度以降の事業状況によるほかなく、今後の検討課題

である。

しかしここでは、財政運営の安定化とも関連して財政調整のあり方につ

いて検討しておきたい。財政的自律性の低い保険者に対する財政支援が財

政調整とすれば、それがいかなる根拠に基づき、どのようなシステムによ

って正当化されるか、が問われなければならない。退職被保険者に関する

療養給付費交付金は、被用者保険の被保険者としての立場からの拠出金を

財源としている。先に述べたように退職被保険者の増加に伴い、市町村国

保に対する財政支援としての効果を発揮しているが、一部負担金の負担割

合が３割に統一された以上、これを存続させる理由は消失したといえる。

また、療養給付費等負担金は、市町村国保の構造的問題として取り上げら

れる無職者、低所得者の存在に対する財政調整といえる。事業主負担が存

在せず、保険料負担能力の低い者が市町村国保に構造的に集約されるため、

納税者としての国民という立場から負担する租税の一部を、療養給付費等

負担金として投入している。医療需要の高い階層あるいは世代を抱え込ま

ざるを得ない市町村国保に対する財政支援そのものは正当化されるとして

も、その財源構成に占める３５％前後という数字は、その被保険者集団にお

ける保険料負担能力を真に反映しているのか、というのが素朴な疑問であ

る。また、先に述べた平成１７年合理化法は、財政調整機能を国と都道府県

とで分担する方向性を示唆しているが、国と都道府県で財政調整機能を分

担しなければならない理由とその根拠は曖昧といわざるを得ない。

市町村合併に伴う市町村国保の広域化は、新潟県の場合、それなりの成

功を収めた。しかし、本稿で検討した限りでは、それが市町村国保の財政

安定化をもたらしたとの結論は得られなかった。たかだか５年に満たない

スパンでの検討という限界もあるが、このことは単なる広域化だけではせ

いぜいリスクの分散機能を高めるだけの効果しかないことを物語ってもい
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る。保険者による介護予防支援事業者の指定及び指定取消権の付与（介保

１１５条の２０・同条の２６）や特定健康診断の実施率に応じた後期高齢者拠出

金額の決定＊３２など、その成否・是非はさておき、保険者機能を高めるため

の仕組みを取り入れることが重要である。と同時に、国と都道府県におけ

る財政調整機能の分担が、公的医療保険部門における税財源の合理的配分

を目指すものであるならば、生活保護における医療扶助も視野に入れたあ

るべき医療保障の全体像を検討するべきである。そして、その選択肢のひ

とつとして、被用者保険と市町村国保を都道府県単位で一本化することを

検討することはあり得るとしても、それを結論とするには時期尚早をいわ

ざるを得ない。

＊１ ただし、後期高齢者医療制度は２００８（平成２０）年４月から、全国健康保険

協会は同年１０月から施行される。

＊２ 平成１８年改正法を含めた医療制度改革については、厚生労働省 HP（http :

//www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/index.html）に詳しい。

＊３ http : //www.mhlw.go.jp/topics/2003/03/tp0327-2.html。なお、国保組合

については、市町村国保の補完的役割を果たしていると評価しつつも、小規

模・財政窮迫組合について再編・統合に資するよう、規制緩和を進める一方、

国庫助成のあり方を見直すとしている。

＊４ ２００５年合理化法による都道府県負担金の導入が、市町村国保における制度

一本化への一里塚を実現していたといえる。この合理化法については、全国

知事会が批判的な見解を表明している（「国民健康保険制度における都道府

県負担導入に向けた考え方」（平成１７年３月３０日）http : //www.nga.gr.jp/

upload/pdf/2005_6_x46.PDF）。また、福島一「国民健康保険制度における

都道府県負担の導入について」社会保険旬報２２４１号１２頁以下（２００５年）、土

田武史「国保における都道府県負担の拡大」週刊社会保障２３５１号２０頁以下

（２００５年）参照。

＊５ http : //www.mhlw.go.jp/topics/2005/10/tp1019-1c.html。

＊６ 上越市の場合も新・上越市の被保険者数５万９２１７人のうち、その６１．７７％

が上越市の被保険者である。これに対して、佐渡市の場合、被保険者総数２
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万９７７７人に対し、人口最大の両津市の被保険者は６９０８人２３．２０％に過ぎない。

＊７ 社会保障法学から国民健康保険財政を考察した文献として、倉田聡「社会

保険財政の法理論－医療保険法を素材にした一考察－」北海学園大学法学研

究３５巻１号（平成１１年）参照。また、国民健康保険料条例に関する注目すべ

き裁判例として、旭川国保最高裁大法廷判決平成１８年３月１日（民集６０巻２

号５８７頁以下・判時１９２３号１１頁以下）があり、この判例評釈として倉田聡

〔判批〕・「旭川市国民健康保険条例事件最高裁大法廷判決」判例時報１９４４号

（２００６年）１８０頁以下、碓井光明「財政法学の視点からみた国民健康保険料」

法学教室３０９号（２００６年）１９頁以下がある。また、なお、近時の国民健康保

険に関する問題を指摘するものに、田中敏「国民健康保険制度の現状と課題」

国立国会図書館『調査と情報』（４８８号、２００５年７月：www.ndl.go.jp/jp/data

/publication/issue/0488.pdf）がある。

＊８ 船員保険法における保険者としての政府のほかに、国家公務員共済組合法、

地方公務員共済組合法における各種共済組合が存在するが、これは健保組合

と同じ類型といえる。

＊９ 保険料の減免および徴収猶予の制度は、すでに旧国民健康保険法２３条にも

規定されていた。また、第二次世界大戦前の旧法時代には、保険料は応能負

担方式を採用していた（国民健康保険組合規約例２４条・２５条：川村秀文・石

原武二・簗誠著『国民健康保険法詳解』厳松堂書店（昭和１４年））。応益負担

方式との併存は戦後になってからのようである（『国民健康保険小史』国民

健康保険協会（昭和２３年）３３５頁）。

＊１０ このことに関連して、前掲旭川市国保最高裁大法廷判決で滝井繁男裁判官

の補足意見は、「国民健康保険は住民の一部を加入者とするもので住民すべ

てを代表する議会は本来的な保険集団の議決機関とはいえない」と指摘する。

ここでやや注目されるのは、被保険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤

師を代表する委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織される国民健

康保険運営協議会（以下、協議会という）の存在である（国保法１１条、国保

令３条）。旧国民健康保険法（昭和１３年法６０号）は、第３次改正（昭和２３年

法７０号）により、市町村公営かつ強制加入制を採用したが、同時に市町村長

の必置諮問機関として協議会を位置づけた（同法８条の１８）。旧法において

は国保事業の実体に関する事項を大幅に市町村の自主的決定に委ねていたた

め、「協議会の果たす役割はかなり大きいものであった」とされる（厚生省

保険局国民健康保険課『詳解国民健康保険』４１８頁（国民健康保険調査会、

昭和３５年））。協議会は市町村議会よりも、国保事業の利害関係者の代表者性

が高いともいえるが、現行法上、市町村長の諮問機関に過ぎず、その意見も

市町村長を法的に拘束するものでもなく、条例の効力に影響を与えることも

ない。
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＊１１ 新潟県における市町村国保における出産育児一時金はすべて３０万円と横並

びになっている（平成１６年度）。葬祭費については３万円から１２万円でバラ

ツキが見られる。

＊１２ 保険税を採用した場合には、賦課額、料率および減額賦課については地方

税法７０３条の４以下に規定されており、賦課期日、納期については地方税法

３条による。

＊１３ 国保令２９条の７。国保保険料の場合、従来は条例参考例を保険局通知で示

していたに過ぎなかったが、平成２年の国保法改正で、低所得者にかかる保

険料軽減分を公費で補填する保険基盤安定制度を恒久化した際に、国保法８１

条を改正して、法令上の規定を設けた。

＊１４ 国保令２９条の７。改訂９版『国保担当者ハンドブック』社会保険出版社（平

成１５年）４２６頁によれば、「標準割合と極端に異なる賦課割合は好ましいも

のでなく、たとえば均等割の割合が零に近いような賦課割合は政令違反であ

ると解される」という。

＊１５ 碓井光明『要説自治体財政・財務法［改訂版］』１２７頁（学陽書房、１９９９年）。

また、前掲旭川国保最高裁大法廷判決は、国民健康保険料について「憲法８４

条の規定が直接に適用されることはない」とする一方、国民健康保険税につ

いては「形式が税である以上は、憲法８４条の規定が適用されることとなる」

としており、この区別をどのように考えるのかは非常に重要であると考える

が、今後の検討課題としたい。

＊１６ 平成１３年度における１人当たり保険者負担額は、療養諸費保険者負担額、

高額療養費および老人保健医療費拠出金額の総合計額を被保険者数で除した

額であり、平成１６年度のそれは、さらに介護納付金を総合計額に加えて算出

されている。

＊１７ 平成１３年度事業状況における第２表保険者別経理状況（その３）－保険料

（税）－は、被保険者を全被保険者、一般被保険者および退職被保険者に分

類し、現年度分、滞納分に関する調定額と収納額および収納率をまとめてい

る。あわせて、一人当たり諸費として、それぞれの被保険者類型ごとに、保

険料（税）現年度分調定額・保険者負担額を、また全被保険者についてはさ

らに１世帯当たり保険料（税）現年度分調定額を示している。資料Ⅱは全被

保険者分のデータであり、介護納付金分も含めた被保険者１人当たり保険者

負担額を用いて作成した。これは平成１３年度事業状況では介護納付金分に関

する被保険者１人当たり保険者負担額のデータが掲載されていないためであ

る。

＊１８ 資料Ⅱにおける３市の金額は以下の表の通りである。
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費目

市町村

被保険者１人当たり

保険料（税）
現年度分調定額

保険者負担額

新・新潟市（平１３） ７万６８５３円 １８万３６０１円

新・新潟市（平１６） ７万１６７３円 ２０万１９０９円

新・上越市（平１３） ７万９８０９円 １９万３２００円

新・上越市（平１６） ７万０８４８円 ２１万２９５３円

佐渡市（平１３） ５万９８５２円 １６万３８６４円

佐渡市（平１６） ５万９１２０円 １８万４５８７円

＜保険料（税）額＞

最高額市町村 最低額市町村 差額

新・新潟市地域 潟東村 （８５０６３円） 横越町 （６３０５１円） ２２０１２円

新・上越市地域 上越市 （８８６５６円） 大島村 （５１３１９円） ３７３３７円

佐渡市地域 佐和田町（６９２６４円） 赤泊村 （３９５１６円） ２９７４８円

＜保険料（税）額＞

最高額市町村 最低額市町村 差額

新・新潟市地域 新津市 （１９７７０４円） 中之口村（１４５０４６円） ５２６５８円

新・上越市地域 大潟村 （２１２６９６円） 清里村 （１６７５２３円） ４５１７３円

佐渡市地域 両津市 （１８０７７３円） 新穂村 （１２９３５１円） ５１４２２円

また、３市の構成市町村のうち、保険料（税）額と保険者負担額の最高額

と最低額の市町村、その金額および差額を示すと以下のようになる。

＊１９ 県支出金は、平成１５年度から設けられた高額医療費共同事業負担金とその

他からなる。連合会支出金とは、診療報酬の審査支払業務、その他国民健康

保険事業に関する調査研究等、保険者の協同目的を達成するために各保険者

が拠出した資金が国保連経由で還元される支出金である。

＊２０ 国保法７２条の４および「国民健康保険の国庫負担金及び被用者保険等保険

者拠出金等の算定等に関する政令（以下、算定政令と略す）４条の５。

＊２１ 逆に、西川町、味方村および潟東村（新・新潟市）、畑野町、真野町およ

び小木町（佐渡市）この数字が一桁台である。

＊２２ 一般会計繰入金は、保険基盤安定（保険料（税）軽減分・保険者支援分）、

職員給与費等、出産育児一時金等、財政安定化支援事業およびその他から構

成される。このうち、保険基盤安定事業（保険料（税）軽減分）は、保険料
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退職被保険者数（人） 被保険者に占める割合（％）

平成１３年度 平成１６年度 平成１３年度 平成１６年度

新・新潟市 ３８．３４９ ４７．２３９ １５．２１ １７．２２

新・上越市 １０．３７９ １３．６３６ １７．５３ ２１．０３

佐渡市 ３．７３８ ４．７２０ １２．５５ １５．２０

負担能力の低い低所得者に関する保険料軽減分にあてられ、保険基盤安定（保

険者支援分）は中間所得層を中心に保険料負担を軽減する費用に充てられる。

これらについては一部国庫負担の対象であったが２００５年合理化法により都道

府県が負担することとなった（国保法７２条の２、同条２の２）。財政安定化

支援事業は、低所得者負担能力補填分に対する支援、病床過剰分に対する支

援および６０歳以上の高齢被保険者の割合が高い場合の支援に用いられる支出

である。

＊２３ 平成１３年度と平成１６年度における退職被保険者数、被保険者に占める割合

をみると、以下のようになる（年間平均被保険者数）。

＊２４ 市町村国保については国保法７０条、国保組合については７３条。具体的な算

定方法については、算定政令２条および５条参照。

＊２５ 国保法７２条、算定政令４条および「国民健康保険の調整交付金の交付額の

算定に関する省令（以下、調整交付金算定省令という」（昭和３８年３月２３日

厚生省令第１０号）参照。

＊２６ 特別調整交付金の対象となる事情は、調整交付金算定省令６条参照。

＊２７ 国保法６９条。事務費負担金は、市町村国保に対しても介護保険法に基づく

介護納付金の納付に関する事務執行費用を国が負担するものであった。しか

し、法改正により平成１６年４月から廃止され、一般財源化された。

＊２８ これは、「国保組合が行う出産育児一時金の支給に要する費用の一部を補

助するとともに、出産１件当たりの出産育児一時金の支給額が国の補助基準

額に満たない保険者については補助基準額まで引き上げることを促し、また、

各保険者の給付内容を全国的に均衡を保たせようとするための国庫による定

額補助」と説明されている（前掲『国保担当者ハンドブック』５７１頁）。

＊２９ 国保法７０条１項。なお、医療給付費には、老人保健法による医療を受ける

ことができる者に係る医療費は含まれないほか、退職被保険者等の資格が遡

って発生することが確認された場合は、一般被保険者の医療給付費から、退

職者該当年月日以降に一般被保険者に係るものとして支払った医療給付費を

控除することとされている。

＊３０ 調整交付金算定省令２条以下。なお、保険料の収納割合が低い場合には交

付金を減額される（同省令７条）。
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＊３１ 第１６２回国会衆議院構成労働委員会会議録第４号（平成１７年３月９日）に

おける小林千代美委員に対する尾辻大臣の発言。

＊３２ ２００８（平成２０）年４月から老人保健法を全面改正して設けられる「高齢者

の医療の確保に関する法律」１２０条に基づき、２０１３（平成２５）年度から実施

される予定である。

＜本稿は、平成１５年度～平成１７年度科学研究費補助金（基盤研究（B）１５３３００１３）

による研究成果の一部である。＞
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